
令和８年度公表

前橋市人事行政の運営等の状況



はじめに
　　人事行政の運営等の状況の公表については、地方公務員法及び前橋市人事行政の運営等の状況の公表に関

　する条例に基づき、平成１７年から行っているものである。

　　この制度は、人事行政の運営状況を市民の皆様にお知らせすることによって、その公平性と透明性を高め

　ることを目的としており、年に１回、主に前年度の状況について公表している。

１　職員の任用
　　職員の任用は、受験成績、人事評価その他の能力の実証に基づいて行うものとされている。

　　この成績主義の原則に基づき、職員の採用は競争試験又は選考によることを原則としている。

　　職員の昇任については、適材適所を基本とし、勤務実績に基づく選考により行われており、職員の能力・

　適性の活用を図っている。

(1) 採用試験

① 試験の概要

●令和７年度に実施した採用試験の種類

障害者対象(事務Ⅱ)

　周知として、試験概要を市広報や市ホームページに掲載し、案内チラシを全国の大学・短大、

県内の高等学校・専門学校、市民サービスセンター等に配布した。

② 実施状況

●令和７年度に実施した採用試験の実施・採用状況 （単位：人）

募集人数 4 1 1 1 6 2 4
申込者数 224 72 36 17 9 4 198 3 11

男 117 46 14 14 6 1 136 3 11
女 106 26 22 13 3 3 59 0 0
他 1 0 0 0 0 0 3 0 0

受験者数 197 65 28 17 7 4 172 3 5
男 101 39 12 14 5 1 120 3 5
女 95 26 16 3 2 3 50 0 0
他 1 0 0 0 0 0 2 0 0

合格者数 4 0 2 2 17 3 2
男 1 0 2 0 17 3 2
女 3 0 0 2 0 0 0
他 0 0 0 0 0 0 0

辞退者数 1 0 0 1 5 0 2
男 0 0 0 0 0 0 2
女 1 0 0 1 0 0 0
他 0 0 0 0 0 0 0

採用者数 3 0 2 1 12 3 0
男 1 0 2 0 12 3 0
女 2 0 0 1 0 0 0
他 0 0 0 0 0 0 0

土木Ⅰ
(大学推薦)

土木Ⅰ

区　　分

 短大高校卒業程度

区　分

 その他

 任期付

 大学卒業程度
試験の名称 　　試　験　の　方　法

大学等推薦特別選考（土木Ⅰ）
大学等推薦特別選考（建築Ⅰ）

土木Ⅰ、建築Ⅰ、化学Ⅰ、保健師
保育士（大学卒程度）

獣医師、薬剤師
精神保健福祉士、社会福祉士
社会福祉士（主任ケアマネ）

社会人経験者対象（土木Ⅰ）
社会人経験者対象（建築Ⅰ）
社会人経験者対象（保育士）
社会人経験者対象（学芸員（近現代美術））

事務ⅠＡ
事務ⅠＢ
事務Ⅰ（考古学）
社会人経験者対象（事務Ⅰ）

基礎能力検査、性格検査
面接試験（集団）
面接試験（個別）

書類選考、性格検査、面接試験（個別）

基礎能力検査、性格検査、専門試験
面接試験（個別）

基礎能力検査、性格検査、面接試験（個別）

基礎能力検査、性格検査、専門試験
面接試験（個別）

基礎能力検査、性格検査
面接試験（集団）、面接試験（個別）

技能労務職

障害者対象（事務Ⅰ）

事務Ⅱ

保育士（短大卒程度）
土木Ⅱ、建築Ⅱ

14
8

基礎能力検査、性格検査
体力測定、身体検査
面接試験（集団）、面接試験（個別）

適性検査、性格検査、身体検査
面接試験（集団）、面接試験（個別）

消防職Ⅰ
消防職Ⅱ

26

41

技能労務職（保育所調理）
技能労務職（自動車運転）
司書
心理士

事務ⅠＢ
事務Ⅰ
(障害者)

事務Ⅱ
(障害者)

事務Ⅰ
(社会人)

事務ⅠＡ

0

事務Ⅱ
事務Ⅰ
(考古学)

基礎能力検査、性格検査、面接試験（個別）

基礎能力検査、性格検査、専門試験
面接試験（個別）
基礎能力検査、性格検査、面接試験（個別）

基礎能力検査、性格検査、面接試験（個別）
作文試験、面接試験（個別）

6
0
27
17
10

25
16
0
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（単位：人）

募集人数 2 1 1 1 1 2 1 1 1 1
申込者数 11 10 0 2 1 15 5 1 3 5

男 9 10 0 1 0 13 3 1 3 2
女 2 0 0 1 1 2 2 0 0 3
他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

受験者数 11 8 0 2 1 15 4 0 3 5
男 9 8 0 1 0 13 2 0 3 2
女 2 0 0 1 1 2 2 0 0 3
他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合格者数 4 3 0 2 1 4 3 0 2 1
男 3 3 0 1 0 2 2 0 2 0
女 1 0 0 1 1 2 1 0 0 1
他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

辞退者数 1 0 0 1 0 0 3 0 2 0
男 1 0 0 0 0 0 2 0 2 0
女 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0
他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

採用者数 3 3 0 1 1 4 0 0 0 1
男 2 3 0 1 0 2 0 0 0 0
女 1 0 0 0 1 2 0 0 0 1
他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（単位：人）

募集人数 1 1 1 1 2 1 6 2
申込者数 12 1 12 2 18 8 14 5 102 16

男 1 1 3 1 1 1 0 1 97 16
女 11 0 9 1 17 7 14 4 5 0
他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

受験者数 12 1 11 2 17 7 13 4 91 16
男 1 1 3 1 1 1 0 1 87 16
女 11 0 8 1 16 6 13 3 4 0
他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合格者数 2 1 4 2 3 1 8 3
男 0 1 1 1 0 0 7 3
女 2 0 3 1 3 1 1 0
他 0 0 0 0 0 0 0 0

辞退者数 0 0 2 0 0 0 1 0
男 0 0 0 0 0 0 1 0
女 0 0 2 0 0 0 0 0
他 0 0 0 0 0 0 0 0

採用者数 2 1 2 2 3 1 7 3
男 0 1 1 1 0 0 6 3
女 2 0 1 1 3 1 1 0
他 0 0 0 0 0 0 0 0

（単位：人）

司書 心理士

募集人数 6 2 4 1 3
申込者数 38 17 12 3 5

男 36 5 12 0 0
女 1 12 0 3 5
他 1 0 0 0 0

受験者数 36 16 11 3 5
男 34 5 11 0 0
女 1 11 0 3 5
他 1 0 0 0 0

合格者数 9 3 4 2 3
男 9 2 4 0 0
女 0 1 0 2 3
他 0 0 0 0 0

辞退者数 1 0 0 0 0
男 1 0 0 0 0
女 0 0 0 0 0
他 0 0 0 0 0

採用者数 8 3 4 2 3
男 8 2 4 0 0
女 0 1 0 2 3
他 0 0 0 0 0

化学Ⅰ区　分 土木Ⅱ
土木Ⅰ
(社会人)

建築Ⅰ
(大学推薦)

建築Ⅰ
(社会人)

建築Ⅰ 建築Ⅱ 獣医師
薬剤師
(6月)

薬剤師
(10月)

0

0

任期付

0

5
0

0

保育士
(社会人)

消防職Ⅱ消防職Ⅰ
学芸員

(近現代美術)

(社会人)
区　分

区　分

社会福祉士保健師

技能
労務職

(自動車運転)

0
5
0
5

精神保健
福祉士

技能
労務職

技能
労務職

(保育所調理)

5

0

5

社会福祉士
(主任ケアマネ)

保育士
(大学卒程度)

保育士
(短大卒程度)
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(2) 任用状況

① 障害者雇用率

●令和７年６月１日付け障害者任免状況通報内容※１・２・３ （単位：人）

重度 重度以外 合計※３ 重度 重度以外 合計

14 17 45 0 3 3

3 4.5 10.5 0 1 1

2 0 4 0 0 0

※１　短時間勤務職員は、１人をもって、０．５人と算定している。

※２　正規職員以外の職員数を含む

※３　障害者である職員の任免に関する状況の通報に係る手引きのとおり、１人をもって、２人と算定している。

② 昇任の状況

●令和８年４月１日付けの昇任状況 （単位：人）

一般職員

(技能労務職及び 16 35 23 89

 教員を除く。)

(3) 離職及び在職状況

令和７年度中の離職者及び令和８年４月１日現在の在職者・採用者の状況は資料１－１のとおり

(4) 再任用の状況（令和８年４月１日現在）

（単位：人）

男 女 計 男 女 計 男 女 計

　一般職 4 4 8 44 19 63 2 1 3

　教員職 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　消防職 0 0 0 11 0 11 0 0 0

　技労職 2 0 2 41 3 44 0 0 0

　計 6 4 10 96 22 118 2 1 3

前橋市

教育委員会

水道局

障害者雇用率

2.78

2.89

2.53

0

-1.5

0

54

14

（単位：％）

消防職員 6

職員の数

（選考）

10

部長級 課長級 課長補佐級

4

2,417

559.0

158.0

身体障害者の数 知的障害者の数

前橋市

任期満了等
区分

採用 更新

（単位：人）（単位：人）

障害者計 障害者不足数

（選考） （選考） （選考）

3

係長級

4

0

精神障害者の数

20

5教育委員会

水道局

3



(5) 定員管理の状況

① 部門別職員数の状況（各年４月１日現在） （単位：人）

令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年

議　　会 14 14 14 14 0 0 0 0

総　　務 376 388 407 419 5 12 19 12

一 税　　務 118 119 120 123 0 1 1 3

般 民　　生 438 454 455 463 3 16 1 8

行 衛　　生 238 233 233 238 △ 9 △ 5 0 5

政 労　　働 4 4 4 4 0 0 0 0

部 農林水産 68 70 70 70 △ 1 2 0 0

門 商　　工 42 39 39 41 △ 1 △ 3 0 2

土　　木 242 249 254 254 2 7 5 0

小　　計 1,540 1,570 1,596 1,626 △ 1 30 26 30

特政 教　　育 363 361 363 368 1 △ 2 2 5

別部 消　　防 405 410 409 414 0 5 △ 1 5

行門 小　　計 768 771 772 782 1 3 1 10

公会 水　　道 85 85 85 86 1 0 0 1

営計 下 水 道 53 54 55 55 2 1 1 0

企部 そ の 他 129 130 129 132 △ 2 1 △ 1 3

業門 小　　計 267 269 269 273 1 2 0 4

等

2,575 2,610 2,637 2,681 1 35 27 44

※職員数は、一般職に属する職員数であり、職員の身分を有する休職者、派遣職員などを含み、

再任用短時間勤務職員及び臨時職員等の非常勤職員を除く。

② 令和８年の職員数の増減状況 （単位：人）

増員数 減員数 差引 主な増減理由

議　　会 0 0 0

総　　務 15 3 12 防災・減災、職員の配置見直しなど

一 税　　務 3 0 3 職員の配置見直し

般 民　　生 8 0 8 子ども子育て支援関連、職員の配置見直しなど

行 衛　　生 5 0 5 職員の配置見直し

政 労　　働 0 0 0

部 農林水産 0 0 0

門 商　　工 2 0 2 観光関連、職員の配置見直し

土　　木 2 2 0 職員の配置見直し

教　　育 7 2 5 デジタル化関連、職員の配置見直しなど

消　　防 5 0 5 職員の配置見直し

水　　道 1 0 1 職員の配置見直し

下 水 道 0 0 0

そ の 他 3 0 3 職員の配置見直し

③ 定員管理計画

□過去の定員管理計画の概要

□今後の定員管理計画

特政
別部
行門

区　分
職員数 対前年増減数

合　　計

部　　門

本市は、職員の適正配置により効率的な行財政運営を行うため、「定員管理計画」を策定
し、これに基づき計画的に職員数を見直している。
　平成３１年度からは、５年間で職員数を１５人削減する計画を策定し、職員数の適正化に
取り組んできた。業務の効率化、民間委託等の推進、重点施策の充実のための職員配置など
の増減要素に対応しながら新規採用を必要最小限にとどめることで、５年間の累計で目標を
上回る２２人を削減することができた。

令和６年度に定員管理計画を改定し、現在は令和６年４月１日から令和１０年４月１日ま
での４年間で、毎年度５０人（４年間で２００人）増員する計画としている。
　定年の段階的な引上げに対応するとともに、求められる行政需要に迅速・的確に対応し、
質の高い行政サービスを着実に提供できる体制と、最小の経費で最大の効果を挙げていく効
率的な人員配置を目指しながら職員数の適正化を図る。

公会
営計
企部
業門
等
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●資料１－１　令和７年度中の離職者及び令和８年４月１日現在の在職者・採用者の状況
（単位：人）

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計

61歳

65歳

 計

離 45～49歳 2 1 3 2 1 3

50～54歳 2 6 8 2 5 7 1 1

55～59歳 7 1 8 5 1 6 1 1 1 1

 計 11 8 19 9 7 16 1 1 2 1 1

19歳以下

普 20～24歳 2 2 4 2 2 2 2

25～29歳 1 1 1 1

通 30～34歳 1 4 5 1 4 5

35～39歳

退 40～44歳 1 1 1 1

45～49歳

職 50～54歳 1 1 1 1

職 55～59歳 15 5 20 11 5 16 2 2 2 2

60～64歳 5 4 2 4 1 5 1 3 4

 計 26 15 34 19 12 31 3 3 6 4 4

死亡退職 1 1 1 1

懲戒免職

分限免職

人事交流退職 26 9 35 14 7 21 9 9 3 2 5

64 32 96 42 26 68 14 4 18 3 2 5 5 5

19歳以下 3 1 4 2 1 3 1 1

20～24歳 51 39 90 28 35 63 23 4 27

在 25～29歳 131 127 258 63 121 184 8 1 9 2 2 58 5 63

30～34歳 177 157 334 107 148 255 9 1 10 1 4 5 60 4 64

35～39歳 210 125 335 146 115 261 16 4 20 8 4 12 40 2 42

職 40～44歳 207 111 318 158 107 265 10 2 12 5 2 7 34 34

45～49歳 203 103 306 136 97 233 11 3 14 7 2 9 49 1 50

50～54歳 294 124 418 168 114 282 43 5 48 5 5 83 83

者 55～59歳 292 87 379 199 78 277 61 9 70 1 1 31 31

60～64歳 83 18 101 44 13 57 31 5 36 8 8

65歳以上 1 1

 計 1,652 892 2,544 1,051 829 1,880 189 30 219 24 17 41 387 16 403 1 1

試験採用 69 35 104 46 33 79 14 1 15 9 1 10

採

用 選考 27 6 33 14 5 19 9 9 4 1 5

1,748 933 2,681 1,111 867 1,978 212 31 243 28 18 46 396 17 413 1 1

男 女 計

職 一般行政職 893 504 1,397

種

別 税務職 82 64 146

職 獣医・薬剤師・管理栄養士等 14 36 50

員 看護師・保健師 3 88 91

数 福祉職 12 146 158

の 消防職 396 17 413

状 企業職（水道局） 121 20 141

況 193 31 224

教員（社教主事を含む。） 34 27 61

※ 職員数には教育長を含まない。

 割愛教員等）

計

戸籍・年金・福祉・経理などの業務に従事する事務職員と土木・建築
などの設計監理業務に従事する技術職員

技能労務職（水道局を除く。） 自動車運転・清掃・給食調理などの業務に従事する職員

消防職 医療職

(幼稚園、高校教員、

全職員 一般職 技労職 教員

定
年
退
職

早
期
退
職

(幼稚園、高校教員、

 割愛教員等）

計
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　２　人事評価制度
人事評価制度は、その結果を身分の取扱いの上で活用するとともに、職員個々の成長を支援し、人材を育成

     することが目的である。本市では、評価結果を、職員の適材適所への配置、昇給・昇格への反映、研修や能力
　　 開発等の人事管理の資料とするとともに、面談を実施することにより、職員との信頼関係を築き、新たな成長
　　 の機会の創設と業務遂行能力の向上を図ることを目的としている。

評価の種類

能力・業績

（保育所）

能力・業績
能力・業績

（消防局）

（消防署）

能力・業績

基準日

９月３０日中間評価

期末評価 ３月３１日

期間
【能力】４月１日から９月３０日まで

【業績】４月１日から３月３１日まで

【業績】４月１日から９月３０日まで
【能力】１０月１日から３月３１日まで

主事・技師、主任、主査、副
主幹、技能労務職員、暫定再
任用職員（係長相当の職を除
く）、定年前再任用短時間勤
務職員（係長相当の職を除
く）、任期付職員（係長相当
の職を除く）、任期付短時間
勤務職員（係長相当の職を除
く）、会計年度任用職員

係長、課長補佐、副参事、
教頭、暫定再任用職員（係
長相当の職）、定年前再任
用短時間勤務職員（係長相
当の職）、任期付職員（係
長相当の職）、任期付短時
間勤務職員（係長相当の
職）

課長、参事、校長

能力・業績

係長、課長補佐、副参事、暫
定再任用職員（係長相当の
職）、定年前再任用短時間勤
務職員（係長相当の職）、任
期付職員（係長相当の職）、
任期付短時間勤務職員（係長
相当の職）

課長、参事 部長

能力・業績

課長、参事 部長 －
部長　任期付職員（保健所長）任命権者（市長部局にあっ

ては、副市長） － 能力・業績

保育士、主任保育士、主査保
育士、副主幹、技能労務職
員、暫定再任用職員、定年前
再任用短時間勤務職員、会計
年度任用職員

副所長 所長

能力・業績

能力・業績

副所長 所長 課長、参事
所長 課長、参事 部長

課長、参事 消防次長 消防局長
消防局長

消防士、消防副士長、主任、
主査、副主幹、暫定再任用職
員、定年前再任用短時間勤務
職員

係長、課長補佐、副参事 課長、参事

能力・業績

副参事、副署長、中隊長、分
署長、高度救助隊長、中隊長
代理　係長、小隊長、救急隊
長、副分署長

消防署長、参事 消防局長

能力・業績

課長、参事、消防署長 消防次長 消防局長

被評価者 一次評価者 二次評価者

消防士、消防副士長、主任、
主査、副主幹、小隊長代理、
暫定再任用職員、定年前再任
用短時間勤務職員

副参事、副署長、中隊長、
分署長、高度救助隊長、中
隊長代理、係長、小隊長、
救急隊長、副分署長

消防署長、参事

消防局長 副市長

係長、課長補佐、副参事 課長、参事 消防局長

消防次長
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３　職員の給与の状況

(1) 人件費の状況 （令和7年度普通会計決算）

住民基本台帳法人口

15.5%　（前年度14.8％）

(2) 職員給与費の状況(一般職）

注１　職員数・給与費は、一般会計の当初予算計上によるものである。

 ２　職員手当には、退職手当は含まない。

(3) 職員の平均給料月額・平均給与月額・平均年齢

（令和8年4月1日現在）

注　 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払う諸手当の額を合計したものである。

＜国・群馬県との比較＞ （令和7年4月1日現在）

平均給料月額

平均年齢

平均給料月額

平均年齢

注   「平均給与月額」のうち、上段は、期末手当、勤勉手当、退職手当 及び寒冷地手当を除く全ての諸手当

　を含むものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。また、下段は、国家

　公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較の

　ため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

(4) 職員の経験年数・学歴別の給料の月額の平均 （令和8年4月1日現在）

大卒

高卒

高卒

大卒

高卒

人　件　費　比　率

(B)/(A)　

2,484人

令和8年度

令和7年度

41万1,885円

区　　　分

27万1,000円

29万6,500円

35万6,500円

人　　件　　費歳　　出　　額

令和7年度 32万6,186人

給　　　　料

区分

2,523人 21億980万円 

平均給与月額
32万8,287円

51.4歳

30万9,568円

(A)　（8.3.31現在）

職員数

(A)

一般行政職

―

236億8,344万円1,529億7,578万円

(B)　

職員手当

給 与 費

101億9,492万円 

96億3,853万円 

区　　分

41万4,480円

前橋市 群馬県

　人件費は、職員の給与だけでなく、職員の共済費、当該年度内に退職した職員に支給する退職手当そ
の他特別職・議員・各執行機関の委員に対する報酬、共済費等を含む。

区分

629万円18億7,492万円 

給与費(B/A)

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

35万1,490円 42万528円 43.8歳

34万6,209円

１人当たり

657万円

経験年数20年

34万1,844円

37万2,577円

消　防　職

一般行政職

技能労務職

34万3,338円

99.3 100.0

40万7,814円

29万5,184円

技能労務職
38万7,176円

37万5,610円

55.9歳

経験年数25年

29万4,567円

33万7,907円

42億6,156万円 

41億2,285万円 

165億6,628万円

156億3,630万円

期末勤勉手当 計(B)

国

33万2,237円

ラスパイレス指数

42.4歳43.6歳

平均給与月額
38万2,538円 36万6,691円

42.9歳

100.0

一般行政職

技能労務職

区　　分

30万8,309円 50.8歳

経験年数10年

33万4,300円

経験年数30年

39万2,630円

38万1,200円

40万2,000円

40万7,765円

38万6,200円

35万3,600円31万9,900円―

33万3,800円

26万6,900円

51.3歳

―

37万9,475円30万9,156円 41万2,800円

40万1,555円
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(5) 一般行政職の級別職員数 （令和8年4月1日現在）

87 人 208 人 309 人 495 人 120 人

85 人 64 人 8 人 21 人 1397 人

(6) 職員の初任給 （令和8年4月1日現在）

国

大卒

高卒

高卒

(7) 職員手当の状況

① 期末勤勉手当の支給割合（令和8年4月1日現在）

注　職制上の段階、職務の級などによって５～20％の加算措置あり。支給割合は、国・県と同じ

　である。

② 時間外勤務手当支給状況

職員１人当たり支給年額

20万134円

21万4,716円

19万1,198円

③ 特殊勤務手当の支給状況 （令和7年度）

6万9,105円

16種類

総支給額の多い手当

支給対象人数の多い手当
代表的な手当の名称

手 当 の 種 類

消防業務手当、清掃業務手当

消防業務手当、清掃業務手当

２級 ３級

標　準　的　な 係長主事

前橋市

標　準　的　な
職　務　内　容

課長

主事

区 分

区 分

１級

職　務　内　容

職　　　員　　　数

技師

部長

群馬県

区 分

4億3,478万円

全　職　種

1.2625月分 1.0625月分

23万5,100円

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り の 平 均 支 給 年 額

消　防　職

12月期

区　分 期末手当

６月期 1.2625月分

20万300円

23万2,000円

1.0625月分

勤勉手当

区分 総支給額

令和7年度

令和6年度

4億5,531万円

2.125月分

令和5年度

4億6,868万円

４級

区 分

職　　　員　　　数

副参事

23万6,300円

20万5,200円
一般行政職

23万6,300円

20万5,200円

計９級

副主幹

６級

技師

８級７級

33.6％

５級

主任

参事

課長補佐

職 員 全 体 に 占 め る 手 当 支 給 職 員 の 割 合

計 2.525月分
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④ 扶養・住居・通勤手当の状況 （令和8年4月1日現在）

 １　配偶者 廃止

 ２　子 月額 １人  13,000円

 ３　父母等 月額 １人 　6,500円 （※）

 ４　１６歳から２２歳までの子を扶養 月額 １人  5,000円加算

　月額 1万6,000円を超える家賃の支払者に対し、家賃月額により

 2万8,000円を限度として支給

 １　交通機関利用者

 運賃など相当額を支給　（月額 15万円を限度）

 ２　交通用具使用者

 通勤距離及び交通用具によって月額 6万6,400円を限度として支給

 上記のほか、自動車等の駐車場料金に対しては、月額5,000円を限度として支給

⑤ 退職手当の状況 （令和8年4月1日現在）

 勤続 14.2年  勤続 33.9年

注　支給率は、国・県と同じである。

(8) 特別職の報酬等の状況 （令和8年4月1日現在）

６月期 　1.75月分

12月期 　1.75月分

　計 　3.5月分

内 容

区 分

　勤続２０年

　勤続２５年

通勤手当

支給率

早期・定年自己都合

19.6695 月分

28.0395 月分

扶養手当

住居手当

※ 職務の級が8級の職員は月額3,500円、9級以上の職員は支給無し

58万5,000円

112万5,000円

90万円

62万円

（令和7年度）

議　　　長

副　議　長

　勤続３５年 39.7575 月分

期　末　手　当

議　　　員

給

料

報

酬

副　市　長

市　　　長

2,181万円618万円

区　　　　分 給料月額等

65万5,000円

教　育　長

１人当たり平均支給額

　最高限度額

24.586875 月分

47.709 月分 47.709 月分

区　　分

76万5,000円

33.27075 月分

47.709 月分
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４　職員の勤務時間その他の勤務条件

　　職員の勤務時間等に関する事項は、前橋市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び前橋市職員の勤務時間、

　休暇等に関する規則で定めている。

(1) 勤務時間

① 正規の勤務時間

職員の勤務時間は１週間について38時間45分とし、この時間は、月曜日から金曜日の５日間においてその

割振りを行い、日曜日及び土曜日は週休日とし、勤務を割り振らない日とされている。大部分の職場で

午前8時30分から午後5時15分までとなっている。

② 休憩時間

休憩時間は、原則として午後０時から午後１時までとなっており、正規の勤務時間に含まれない時

間としている。

③ 休息時間

交替制勤務の職場に限り、当該職場で休息時間を定めている。

※ なお、保育所や斎場、清掃工場など変則的な勤務職場における勤務時間、休息時間等については、一

般職員の勤務時間により難いものの勤務時間及び休憩時間に関する規程で詳細を定めている。

(2) 年次有給休暇

年次有給休暇の日数は、年度を通じ20日で、1日又は1時間を単位として取得することができる。

１年間の年次有給休暇に取得残日数が生じた場合は、20日までを繰り越すことができるが、１年間の年次

　　 有給休暇の総日数は40日を超えることはできない。

●令和７年度の年次有給休暇の取得状況（単位：日）

区分 一人平均 一人平均 取得率

付与日数 取得日数 ％

市長部局等 37.8 15.0 39.7%
教育委員会 38.3 12.6 32.9%
水　道　局 36.7 16.4 44.7%
消　防　局 38.9 16.3 41.9%
　全　体 37.9 15.1 39.8%

(3) 特別休暇

特別休暇は、災害その他の特別な事由により勤務しないことが相当である場合の休暇であり、必要書類を

　　 添えて所属長の承認を得ることとなっている。

特別休暇の主なものとしては、選挙権その他公民としての権利の行使の休暇、ドナー休暇、ボランティア

　　 休暇、結婚休暇、出産休暇、生後１年６か月に達しない子を育てる場合の育児時間休暇、満１５歳に達する

　　 日以後の最初の３月３１日までの間にある子の看護休暇、妻の出産休暇、職員の親族の死亡に係る休暇、夏

　　 季休暇、リフレッシュ休暇等がある。

休暇の期間は、必要と認められる期間又は規則で定める期間内である。

(4) 介護休暇

介護休暇は、職員が、負傷・疾病又は老齢により１週間以上の期間にわたり日常生活を営むのに支障がある

　　 者（要介護者）の介護をするため、勤務しないことが相当であると認められる場合における休暇である。

要介護者の範囲は、①配偶者、②父母・子・配偶者の父母、③市規則で定める者である。

休暇の期間は、要介護者が介護を必要とする継続する状態ごとに、３回を超えず、かつ６月の期間内である。

●令和７年度における介護休暇の取得状況 （単位：人）

市長部局等 教育委員会 水道局 消防局

介護休暇 3 0 0 0

(5) 病気休暇

病気休暇は、職員が負傷又は疾病のため１日以上療養する必要があり、その勤務しないことがやむを得ない

　　 と認められる場合の休暇である。病気休暇は、診断書を添えて所属長の承認を得ることとなっている。

公務上の負傷又は病気の場合は必要と認められる期間、私傷病の場合は９０日以内である。

●令和７年度における病気休暇取得状況 （単位：人）

市長部局等 教育委員会 水道局 消防局

公務上の負傷又は疾病 4 1 0 0

結核性疾病 0 0 0 0

結核性以外の私傷病 204 41 9 41

事 由
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５　職員の休業に関する状況

　　職員の休業は、地方公務員法第２６条の４に規定されており、それぞれの休業に関する事項については、

　条例又は規則で定めている。

(1) 自己啓発等休業

自己啓発等休業については、地方公務員法第２６条の５の規定に基づき、前橋市職員の自己啓発等休業に関

　　 する条例及び前橋市職員の自己啓発等休業に関する規則で必要な事項を定めている。

　自己啓発等休業の対象者、内容及び期間については、次のとおりである。

項目 内容

1 対象者 在職期間が２年以上ある職員（臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任

用される職員及び非常勤職員を除く。）

2 内容 大学等課程の履修又は国際貢献活動

3 期間 (1)大学等課程の履修

２年以内（大学等課程の履修の成果を上げるために特に必要な場合として市規則で定める

場合は、３年以内）

(2)国際貢献活動

３年以内

●令和７年度における自己啓発等休業の取得状況 （単位：人）

市長部局等 教育委員会 水道局 消防局

0 0 0 0

（ 0 ） （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

0 0 0 0

（ 0 ） （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

(2) 育児休業

育児休業については、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110号。以下「育児休業法」

　　 という。）に基づき、前橋市職員の育児休業等に関する条例及び前橋市職員の育児休業等に関する規則で必要な

　　 事項を定めている。

　育児休業の対象者、期間及び部分休業については、次のとおりである。

項目 内容

1 対象者 次に掲げる職員以外の職員

(1)非常勤職員

(2)臨時的に任用される職員

(3)育児休業法第6条第1項の規定により任期を定めて採用された職員

(4)定年に達したことにより退職すべきこととなる日の翌日以降引き続いて勤務している

職員

2 期間 育児休業に係る子が生後満３歳に達する日までで、任命権者が承認した日まで

3 部分休業 育児休業に係る子が小学校就学の始期に達する日までで、任命権者が承認した日までの間、

勤務時間の始め又は終わりにおいて、１日２時間を超えない範囲内で部分休業を取得す

ることができる。

●令和７年度における育児休業の取得状況 （単位：人）

市長部局等 教育委員会 水道局 消防局

育児休業 135 4 8 22

（うち新規） （ 64 ） （ 1 ） （ 5 ） （ 21 ）

部分休業 104 5 3 2

（うち新規） （ 29 ） （ 2 ） （ 1 ） （ 1 ）

(3) 配偶者同行休業

配偶者同行休業については、地方公務員法に基づき、前橋市職員の配偶者同行休業に関する条例及び前橋市

　　 職員の配偶者同行休業に関する規則で必要な事項を定めている。 

　配偶者同行休業の対象者、事由及び期間については、次のとおりである。

項目 内容

1 対象者 配偶者が次の事由に該当する職員

2 事由 (1)外国での勤務

(2)事業を経営することその他の個人が業として行う活動であって外国において行うもの

(3)学校教育法による大学に相当する外国の大学（これに準ずる教育施設を含む。）であって

外国に所在するものにおける修学

3 期間 ３年以内

●令和７年度における配偶者同行休業の取得状況 （単位：人）

市長部局等 教育委員会 水道局 消防局

0 0 0 0

（ 0 ） （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

配偶者同行休業

（うち新規）

大学等課程の履修

（うち新規）

国際貢献活動

（うち新規）
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６　職員の分限及び懲戒処分の状況

　　地方公務員法第27条において、分限及び懲戒の基準として、「すべて職員の分限及び懲戒については、公正

　でなければならない。」と定めるとともに、「職員は、この法律で定める事由による場合でなければ、その意

　に反して、降任され、若しくは免職されず、この法律又は条例で定める事由による場合でなければ、その意に

　反して、休職されず、又、条例で定める事由による場合でなければ、その意に反して降給されることがない。」

　及び「職員は、この法律で定める事由による場合でなければ、懲戒処分を受けることがない。」と定めている。

　　これは、職員が恣意的にその職を奪われることがないよう身分を保障することにより、行政の中立性、継続

 性及び安定性を確保し、効率的な行政運営を図ろうとする趣旨である。

(1) 分限処分

任命権者が職員をその意に反して降任し、又は免職できるのは、①勤務実績がよくない場合、②心身の

　　 故障のため、職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない場合、③その職に必要な適格性を欠く場合等

　　 であり、また、休職にすることができるのは、①心身の故障のため、長期の休養を要する場合、②刑事事

　　 件に関し起訴された場合、とされている。（地方公務員法第28条）

●令和７年度における分限処分の状況 （単位：人）

市長部局等 教育委員会 水道局 消防局

免職 0 0 0 0

降任 0 1 0 0

休職（病気） 27 7 0 3

休職（刑事事件起訴） 0 0 0 0

(2) 懲戒処分

任命権者は、職員が、①地方公務員法(同法第５７条に規定により特例を定めた法律を含む。)その他地

　　 方公務員法に基づく条例、規則等に違反した場合、②職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合、③

　　 全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合のいずれかに該当するときは、これに対し、懲戒処

　　 分として免職、停職、減給、又は戒告の処分をすることができる（地方公務員法第29条）。

●令和７年度における懲戒処分の状況 （単位：人）

市長部局等 教育委員会 水道局 消防局

　免　　職 0 0 0 0

　停　　職 1 0 0 0

　減　　給 0 0 0 0

　戒　　告 0 0 0 0

事 由

事 由
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７　職員の服務の状況

　　地方公務員法第30条において、服務の根本基準として、「すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益の

　ために勤務し、かつ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。」と規定して

　いる。この根本基準の趣旨を具体的に実現するため、同法は、職員に対し、法令及び上司の職務命令に従う義

　務、職務上知り得た秘密を守る義務、信用失墜行為の禁止、争議行為の禁止、政治的行為の制限、営利企業等

　の従事制限、職務専念義務など、民間企業の勤労者とはかなり異なる服務上の強い制約及び倫理上の規範を課

　している。

(1) 服務規律の確保

職員一人ひとりが、全体の奉仕者としての使命感、義務、職責を深く自覚し、公務員としての服務規律の

　　 確保を徹底させるため、年度内に２回と選挙前に服務規律の確保についての通知を発出し、各所属長が所属

　職員に対し指導を行っている。また、新規採用職員研修、係長研修等において服務規律の研修を行っている。

(2) 営利企業等の従事の状況

地方公務員法第38条第1項の規定により、営利企業等の従事制限として職員に禁止されている行為は、①営

 利を目的とする会社の役員等に就任すること、②営利を目的とする私企業を営むこと、③報酬を得て他の事務

・事業に従事することである。

また、同法では、職員が任命権者の許可を受けることによって営利企業等に従事することができるとされて

　　 いるが、この際には公務に支障のないことが前提である。

●令和７年度における営利企業等の従事の状況

市長部局等 教育委員会 水道局 消防局

(3) 職務に専念する義務の特例に関する条例による免除の状況

職員には、地方公務員法第35条の規定により、職務に専念する義務が課されているが、法律又は条例に特別

　　 の定めがある場合に限り、当該職務専念義務を免除することができるとされている。

　本市では、前橋市職員の職務に専念する義務の特例に関する条例において、①研修を受ける場合、②厚生に

　　 関する計画の実施に参加する場合（前橋市職員健康管理規程に定める各種検診）③市長が特に定める場合に限

　　 り、職務に専念する義務を免除することができることとしている。

51許可件数 99 11 3
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８　職員の退職管理の状況

(1) 元職員による働きかけの規制(地公法第３８条の２)

(2) 働きかけ規制違反に関する監視(地公法第３８条の３～第３８条の５)

(3) 退職者の再就職状況(条例第３条)

●令和７年度末退職者(課長職以上)の再就職等の状況

（単位：人）

② ①以外の公共的団体 0

  地方公務員法では、退職職員による現職職員への働きかけについて規制されており、これを受け、前橋市では、
前橋市職員の退職管理に関する条例を制定した。法や条例の定めに従い、職員の退職管理の適正化を図っていく。

離職後に営利企業等に再就職した元職員は、離職前５年間に在職していた所属の職員に対して、離職後２年間
は、離職前５年間の職務に関する契約等事務について、働きかけをすることが禁止されている。

働きかけ規制に違反する行為を行った疑いがある場合は、当該違反行為について、任命権者が調査を実施する
こととなる。

課長職以上の職にあった職員は、離職後２年間は、営利企業等の地位についた場合は、再就職の状況を届け出
ることとされている。
　令和７年度末に退職した課長職以上の職員で再就職等した者の状況については下記の表のとおり。

① 本市外郭団体 0

合　　計 3

③ 本市再任用等 0

④ 他地方公共団体 0

⑤ 民間企業等 3
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９　職員の研修

(1) 職員の研修

① 基本方針

② 研修の実施

職場研修、職場外研修（基本研修、特別研修、派遣研修）、自主研修の三分野において各種研修を

 実施している。

研修情報提供

定年延長職員

良好な職場環境
づくり

人材開発支援

自主研究
グループ支援

専門知識習得

派 遣 研 修 市・県・国

職場外研修
階層別基本

研修
一般職員

（能力育成）

特 別 研 修

基本的意識醸成

一般職員
（能力開発）

技能労務職員

会計年度任用職員

自主研修
自己啓発への

支援
通信教育支援

高度な専門知識
の習得

海外派遣

・職員一人ひとりが自らの役割を自覚し、現状に満足することなく責任感を持って職務に取り組める
よう、人材育成基本方針（改訂版）に基づき、より実践的で効果の高い研修体系、人材育成システム
の構築を目指す。

・市政の主役は市民であることを認識するとともに、次に掲げる「めざす職員像」を具現化するた
め、各種研修を通して市を取り巻く変化に対応できる実務能力と高い問題意識を持つ職員を育成す
る。

◆信頼に応える職員
◆チャレンジする職員
◆活力あふれる職員

管理監督者
リーダー（副主幹）、係長、課長補佐、課
長

新規採用職員、２年目、３年目

５年目、主任

職場研修
 職場研修

（ＯＪＴ）の推進
ＯＪＴ体制構築

ＯＪＴ実施方法の周知
ＯＪＴの取組に対する支援

新規採用職員
の指導・育成

国、群馬県、高崎市　他

行動規範、ライフプランⅠ・Ⅱ　他

法制執務、救急救命講習、　他

新採指導者

メンタルヘルス、ハラスメント防止

情報・書籍等の提供

自主研究グループ

各種通信教育、ｅラーニング

ＪＩＡＭ

自治大、市町村アカデミー　他

令和７年度 職員研修体系図
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令和７年度 職員研修実施状況（総括）

区　分 研修名 受講者数（人） 　備 考

1 新規採用職員研修１ 105

2 新規採用職員研修２ 102

3 ２年目職員研修 61

4 ３年目職員研修 67

5 ５年目職員研修 70

6 主任研修 65

7 リーダー研修（目標管理） 96

8 係長研修 51

9 課長補佐研修 39

10 課長研修 24

11 定年延長者研修 48 クラウド接続系端末操作研修含む

12 技能労務職員研修 33

13 会計年度任用職員研修 220

981

1 法制執務研修 37

2 新規採用職員指導者研修 67

3 ライフプランⅠ研修 15

4 ライフプランⅡ研修 3

5 行動規範研修 155

6 普通救命講習 29

7 メンタルヘルス研修 48

8 ハラスメント防止研修 553 動画研修

9 評価者研修 44

10 Copilot研修 90

11 財務事務（実践編）研修 27

12 文書事務（実践編）研修 23

13 マネジメント力向上講座 1

14 ロジックモデルによる事業見直し研修 19

15 危機管理・マスコミ対応研修（前橋会場） 21 前橋・高崎連携事業

16 窓口対応力研修（前橋会場） 57 前橋・高崎連携事業

17 クレーム対応研修（高崎会場） 0 前橋・高崎連携事業

18 法制執務研修（高崎会場） 33 前橋・高崎連携事業

1,222

1 群馬県 1

2 高崎市 1

3 自治大学校 中止 第１部・第２部課程

4 NTTドコモビジネス株式会社 1

5 JR東日本旅客鉄道株式会社 1

6 群馬県市長会 3

7 市町村職員中央研修所 34  市町村アカデミー

8 全国市町村国際文化研修所 1

9 日本人事行政研修所 4

10 群馬県自治研修センター 31  県市町村職員合同研修

11 日本電信電話ユーザ協会 2

12 リクルートマネジメントスクール 2

13 海外派遣研修 2

83

1 自主研究グループ 41

2 通信教育研修 4

45

合計（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ） 2,331

自主研修

小計Ⅳ

基本研修

小計Ⅰ

特別研修

小計Ⅱ

小計Ⅲ

派遣研修
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１０　職員の福祉及び利益の保護の状況

(1) 職員の健康の保持増進対策

職員の健康を保持増進し、勤務能率の向上を図るため、前橋市職員健康管理規程に基づき、健康診断を

　　 実施している。また、水道局及び消防局の職員についても、それぞれの労働安全衛生管理規程の定めると

　　 ころにより、健康の保持増進と勤務能率の向上を図っている。

① 健康診断の実施

職員の健康管理については、全職員を対象に一般定期健康診断及び清掃、給食、保育等の特定業務に

従事する職員を対象に特別定期健康診断を実施している。

更に、群馬県市町村職員共済組合が生活習慣病予防対策の一環として実施している人間ドック・生活習慣病

予防検診事業を取り入れている。

また、診断結果により、職員の健康管理への自覚を高めるとともに、検査の結果異常が認められた職員

に対しては、文書等による指導を行っている。

● 一般定期健康診断

対象者･･････全職員

３５歳未満・  診察・身長体重・視力・聴力・胸部Ｘ線・血圧測定・尿検査

３６歳～３９歳  血液検査（希望者のみ）

３５歳・  上記のほかに

４０歳以上  腹囲測定・血液検査・心電図・オージオ使用による聴力検査

● 特別定期健康診断

対象者･･････清掃技士、機械操作技士、自動車運転技士、調理技士、保育士、水道技士、消防吏員等

共通検査  年２回

 　診察・視力・血圧測定・身長体重・腹囲測定・尿検査

 うち年１回

 　聴力・胸部Ｘ線・血液検査・心電図

職種別検査  共通検査のほか、各職種別に必要に応じ、平衡機能・検便・歯科検診・耳鼻科

検診・握力測定を実施している。

● 共済組合実施事業

人間ドック・生活習慣病予防検診（胃がん・大腸がん・子宮がん・乳がん検診）

対象者･･･････群馬県市町村職員共済組合員

● 令和７年度受診者数

 採用時健診

 一般定期健康診断

 特別定期健康診断

 人間ドック

 胃がん検診

 大腸がん検診

 子宮がん検診

 乳がん検診

② 心とからだの健康相談等（メンタルヘルス対策を含む。）

職員の生活習慣病予防やメンタルヘルス対策の一環として産業医による健康相談等を次のとおり実施している。

● 令和７年度の実施状況

産業医による体の相談 年１２回（月１回） 市役所保健室 30

産業医による心の相談 年１２回（月１回） 市役所保健室 32

精神科医による職場復帰支援に関する面談 5

35

※ 産業医による相談時には、必要に応じて長時間労働者の面接等を実施している。

③ 職員等体育大会の実施状況

前橋市が主催し、職員の福利厚生団体である前橋市職員共済会が運営する職員等体育大会（卓球大会）を実施し

健康の保持増進に努めている。

● 令和７年度の実施状況

バドミントン大会

卓球大会 320 人

※ バトミントン大会は会場の確保ができないため令和６年度以降廃止しました。

１回目 785

２回目 818

2,059

6

8月16日（土）

16

2

2

　　廃　　止

滋野堤水堂宮城体育館

897

年齢階層 検 査 項 目

検査区分 検 査 項 目

診　断　種　別 受診者数(単位：人） 備    考

104

相談件数

カウンセリング 相談者に応じて実施 日本産業カウンセラー協会

体育大会名 開催日 場　　所 参　加　者　数

月１回定期、ほか不定期 市役所保健室ほか

相　談　種　別 回 数 場　　所

17



(2) 安全衛生に関する事項

職場における職員の安全と健康の確保及び快適な作業環境形成の促進を図るため、前橋市職員労働安全

　　 衛生管理規程その他前橋市水道局職員労働安全衛生管理規程を定めている。

また、前橋市消防本部においても、職場における消防職員の安全及び衛生管理に必要な事項を定め、快

     適な職場環境の形成を促進するとともに、安全な消防業務の推進と職員の健康の保持増進に資するため、

 　　前橋市消防職員労働安全衛生管理規程を定めている。

それぞれの安全衛生管理組織図は、資料１０－１のとおり

(3) 公務災害等補償制度

地方公務員災害補償制度は、常勤職員が公務上の災害又は通勤による災害を受けた場合に、その災害に

     よって生じた損害賠償と福祉事業を行い、地方公務員等及びその遺族の生活の安定と福祉の向上を目的と

     しており、地方公務員災害補償基金が公務災害・通勤災害の認定と補償を行っている。

また、市議会の議員その他非常勤職員の公務災害や通勤災害については、前橋市議会の議員その他非常

     勤の職員の公務災害補償等に関する条例により、認定・補償を行っている。

● 令和７年度の発生件数調べ《所属別》

（　）内は非常勤職員等件数

(4) 事務服等の貸与

前橋市職員の服装を統一し、品位の保持と事務能率の向上を図るため、前橋市職員の事務服貸与に関す

     る規程、前橋市教育委員会事務局及び教育委員会所管に属する各機関の職員の事務服貸与に関する規程、

     前橋市水道局職員の事務服貸与に関する規程及び前橋市消防吏員被服等の貸与に関する規程を定め、職員

　 　に対し事務服等を貸与している。

19（7） 2（1） 21(8)合 計

通勤災害 合　　計

0

1

1

0 1

1

1(1)

0

2

1(1)

本庁その他 4(6) 2(1) 6(7)

保育所 2 0 2

所　　属 公務災害

共同調理場 2 0 2

保健所

小・中学校 2 0

教委・公民館

清掃工場・施設

水道 1 0 1

消防 5 0 5
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(5) 職員共済会に対する助成の状況

① 設置根拠

地方公務員法第４２条の規定に基づき、前橋市職員共済会条例を制定している。

② 組織、役員構成等

前橋市職員で組織されている。

理 事 長：副市長

常任理事：総務部長、会計管理者、職員課長、職員組合執行委員長及び水道局職員労働組合執行委員長

理    事：１０人（理事の選出区分及び定数規程による）

監　　事：　３人（本庁会員１人、外部施設会員２人）

会 員 数：２，８２９人（R8.4.1現在）

③ 事業

共済給付事業及び福利厚生事業････････資料１０－２のとおり

④ 掛金と市助成金

・掛　　金････････給料基本額×５／１０００（再任用職員については、１／１０００）

・市助成金････････健康管理事業（人間ドック助成）に限定

● 市助成金の負担状況等

令和元年度決算 千円 千円 千円

令和2年度決算 千円 千円 千円

令和3年度決算 千円 千円 千円

令和4年度決算 千円 千円 千円

令和5年度決算 千円 千円 千円

令和6年度決算 千円 千円 千円

令和7年度決算 千円 千円 千円

令和8年度予算 千円 千円 千円

(6) 共済組合制度の概要

職員の共済組合制度は、社会保険制度の一環として、相互救済によって組合員及びその家族の生活の安

　　 定と福祉の向上に寄与するとともに、職務の能率的運営に資することを目的としており、群馬県市町村職

　　 員共済組合が各種事業を実施している。

① 共済組合の事業

・短期給付事業････････組合員とその家族の病気、けが、出産、死亡、休業又は災害に対して必要な

給付を行うもの

・長期給付事業････････組合員の退職、障害又は死亡に対して年金又は一時金の給付を行うもの

・福祉事業････････････健康診査などの健康の保持増進事業、保養施設の運営、住宅資金の貸付けなど

を行うもの

② 運営資金の負担区分

24.8%

50,519 11,778 2,758人 4,270円 18.9%

41,828 11,360 2,742人 4,143円 21.4%

4,605円 19.8%

福　祉　事　業 ５０％ ５０％

５０％ ５０％

区 分 <組合員の掛金> <地方公共団体負担金>

５０％ ５０％

31,44750,842 12,466 2,810人 4,467円 19.7%

短　期　給　付

31,047

参考：
市福利厚生費総額

31,248

50,363 12,148

長　期　給　付

31,66737,790

31,046

53,395 13,071 2,829人 4,620円 19.7% 38,671

12,483 2,752人 4,535円

2,746人 4,423円 19.4%

51,556 12,725 2,763人

53,368 12,865 2,773人 4,639円 19.4% 35,625

32,759

年度 掛金総額(A) 市助成金額(B) 会員数
一人当たりの
市助成額

　会員からの掛金で実施する事業と、市からの助成金で実施する事業とで会計を区分し、公費補助の透明
性を確保するとともに、当該公費補助についても健康管理に限定して、支出している。

公費負担率(B/A+B)
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(1)本庁等

(２)保健所

(３)清掃事務所等

(４)学校給食共同調理場

各所属長

《消防局安全衛生管理組織図》

消防局安全衛生委員会

事 業 主 総括安全衛生管理者 安全管理者

（消防局長） 総務課長 衛生管理者

産業医

指導・助言

安全衛生推進者

（管理者） 水道局長 衛生管理者

産業医

指導・助言

必要に応じて
各所属長 作業主任者

安全衛生推進者

教育次長

産業医

指導・助言

各所属長

《水道局安全衛生管理組織図》

水道局安全衛生委員会

事 業 主 総括安全衛生管理者 安全管理者

●資料１０－１

事 業 主 学校給食調理場 安全管理者 安全衛生推進者

清掃事務所等安全衛生委員会

事 業 主 清掃事務所、清掃工場等 安全管理者 安全衛生推進者

（市　長） 総括安全衛生管理者 衛生管理者

健康部長

産業医

（市　長） 総括安全衛生管理者 衛生管理者

環境部長

産業医

指導・助言

各所属長

学校給食共同調理場衛生委員会

指導・助言

各所属長

事 業 主 保健所 安全管理者

（市　長） 総括安全衛生管理者 衛生管理者

保健所衛生委員会

教育次長、指導担当次長

本庁その他 安全管理者

総務部長

産業医

指導・助言

各所属長

衛生推進者

総括安全衛生管理者 衛生管理者

事業主 教育委員会 安全管理者 衛生推進者

（市　長） 総括安全衛生管理者 衛生管理者

こども未来部長

《前橋市安全衛生管理組織図》

保育所部会

本庁等衛生委員会 教育委員会部会（調理場除く）

本庁等部会

保育所 安全管理者 衛生推進者

総括安全衛生管理者 衛生管理者
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●資料１０－２

《職員共済会給付事業及び福利事業》

・共済給付事業（会員掛金で事業を実施）

名 称 給 付 条 件 金額（円） 備 考

結婚祝金 20,000 １人１回限り

出産見舞金 20,000 出生児１児につき

銀婚祝金 20,000 結婚後満２５年に達したとき。

壮年祝金 20,000 満５０歳に達したとき。

１０年勤続 20,000

２０年勤続 30,000

３０年勤続 50,000

会員 250,000

配偶者 100,000

祖父母、孫、兄弟、姉妹 10,000 同居の被扶養者に限る。

全焼、全壊、流失 300,000円以内

半焼、半壊 200,000円以内

初回７７時間３０分 20,000

以降１５５時間ごと 50,000

在会３０年以上 100,000

在会２０年以上３０年未満 70,000

在会１０年以上２０年未満 20,000

在会１０年未満 10,000

・福利厚生事業（会員掛金で事業を実施。ただし、人間ドック助成については、会員掛金と市助成金で事
業を実施）

　人間ドック助成、余暇活動支援事業助成、体育部・文化部助成、都市親善体育大会参加助成、職員等体
育大会の実施、市スポーツ施設共通回数利用券等の斡旋販売、各種団体保険の取扱い

子、孫及び弟妹が入学し、又は卒業
したとき（孫及び弟妹は、扶養親族
に限る。）。

10,000

２回目以降 上記の期間を超えた場合に１か月ご
とに支給

5,000

養父母があるときは養父母に限る。
子は、妊娠４か月以上の流産・死産
を含む。

父、母、子 20,000

入学祝金 小学校、中学校及び中等教育学
校入学

10,000

傷病見舞金 初回 5,000 引き続いて２週間以上療養（傷病休
暇）したとき。

中学校卒業、中等教育学校の前
期課程修了

卒業祝金

介護休暇の取得により給料が減額さ
れたとき。

けやき給付金 会員期間が１５年以上で結婚祝金、
出産見舞金、入学祝金、卒業祝金、
銀婚祝金のいずれの給付も受けてい
ない者に限り支給する。

50,000会員が満５０歳に達したとき。

休業見舞金 休職により給料等の支給を受け
る期間が終了した翌月から

共済会及び共済
組合掛金相当額

勤続祝金

死亡弔慰金

退会したとき。ただし、在会７か月
未満を除く。

退会給付金

災害見舞金 災害の程度に応じて支給する。

介護見舞金
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１１　勤務条件に関する措置の要求の状況

　　行政措置要求の制度は、職員から勤務条件に関し、適当な行政上の措置を求める要求があった場合に、公平

  委員会が必要な審査をした上で判定を行い、あるいはあっせん又はこれに準ずる方法で事案の解決に当たるも

　のである。この制度は、単に職員の勤務条件に関する不平不満の解消を図るというだけではなく、労働基本権

　制約の代償的機能を果たすものである。事案の処理によっては、要求内容、事案の性質等に応じてあっせん等

　により解決を図るものである。

１２　不利益処分に関する審査請求の状況

　　不利益処分についての審査制度は、職員からその意に反して降給、降任、休職、免職その他著しく不利益な

　処分又は懲戒処分を受けたとして審査請求があった場合に、公平委員会が、事案ごとに審理を行い、作成した

　調書に基づき、処分を承認し、又は修正し、若しくは取り消す判定を行うものである。

継続件数（Ａ） 審査請求件数（Ｂ） 処理件数（Ｃ） 継続件数(Ａ＋Ｂ－Ｃ)

0 0 0 0

0 0 0 0

令和６年度末 令和７年度 令和７年度 令和７年度末

令和６年度末 令和７年度 令和７年度 令和７年度末

継続件数（Ａ） 措置要求件数（Ｂ） 処理件数（Ｃ） 継続件数(Ａ＋Ｂ－Ｃ)
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